
予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：土木費　項：土木管理費　目：建設業指導監督費
	事業名　建設業再生対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　県土整備部　建設政策課　建設業係　電話番号：058-272-1111（内3647 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11650@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　１，７００千円（前年度予算額：１，７００ 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,700
	0
	0
	1,700
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,700
	0
	0
	1,700
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・長年にわたる建設投資額の著しい減少、それに伴う受注競争激化による収益の低下など建設産業を取り巻く経営環境は極めて厳しい状況にある。建設産業は社会資本の整備はもとより、地域にとって防災・雇用の面において欠くことのできない役割を担っていることから、建設産業の再生が必要である。
・技術革新による新しい技術や、ＩＴを活用した電子納品等への対応について、建設業における極めて重要な課題となっているが、10名未満の中小零細業者が8割以上を占める県内建設業者が独自に、これらの課題に取り組むことは困難である。

・建設産業としての本業を維持させていくには、コスト縮減等による経営合理化等を進めるともに、若手技術者・技能者の定着育成により、本業に対する経営基盤の強化を図る。
（２）事業内容

県内建設業者を対象に、経営力及び技術力向上のための体系的な研修会を開催する。

　　①経営力向上セミナー
自社の経営状況を見直し、コスト縮減や企業連携等による経営合理化へ向けた実践に加え、若手技術者・技能者の定着育成のためのセミナーを開催する。
　　  ＊開催回数：２回、参加予定人数：約５０名
　　②技術力向上セミナー
　　　公共工事の品質確保に向けた施工力の向上や優秀な技能の習得、継承等に向けた人材育成を図るためのセミナーを開催する。
　　　＊開催回数：２回、参加予定人数：約５０名／回
　　③ＩＴ研修   
　　　ＣＡＤやＣＡＬＳなどＩＴに関する基礎能力の向上を図り、建設産業のＩＴ化を促進するための研修会を開催する。
      ＊開催回数：４回、参加予定人数：約２０名／回

（３）県負担・補助率の考え方

　　　建設産業は県の基幹産業であるとともに、地域雇用や地域社会インフラ保全の観点からも県内建設産業の再生及び健全な発展は県の最重要課題として対応する必要がある。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	1,700
	　事業委託費

	合計
	  1,700
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・長期構想

　Ⅰ－６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　　　　　　・高い技術力を有し、地域に貢献する優良な建設業を育成する
（２）国・他県の状況

　　　国土交通省中部地方整備局においても、毎年テーマを変えて「建設産業支援セミナー」を開催し、中小建設業者向けに有益な情報提供の場を提供している。

（３）後年度の財政負担
　社会情勢、業界ニーズ、国の建設業支援施策の動向と事業結果を踏まえ、後年度以降の事業について検討する。

（４）事業主体及びその妥当性
・（公財）岐阜県建設研究センター  
・(公財)岐阜県建設研究センターは県１００％出資の公益法人であり建設事業に関する総合的な調査研究と公共事業に係る各種の業務を補完支援することを業務としている。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　長年にわたる建設投資額の著しい減少、それに伴う受注競争激化による収益の低下など建設産業を取り巻く経営環境は極めて厳しい状況にある。建設産業は社会資本の整備はもとより、地域にとって防災・雇用の面において欠くことのできない役割を担っていることから、建設産業の再生が必要である。
技術革新による新しい技術や、ＩＴを活用した電子納品等への対応についても、建設業における極めて重要な課題となっているが、10名未満の中小零細業者が8割以上を占める県内建設業者が独自に、これらの課題に取り組むことは困難である。

そこで建設産業としての本業を維持させていくには、コスト縮減等による経営合理化等を進めるともに、若手技術者・技能者の定着育成により本業に対する経営基盤の強化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	セミナー受講者
延べ数（H21～）
	448人（H21）
	1,649人

（H24）
	2,061人

（H25）
	2,504人

（H26）
	2,139人

（H26）
	117.0％


（前年度の取組）

	・事業の活動内容
（１）ＩＴ研修

　　　○基礎編　　　　　平成27年8月18日(火)、8月20日(木)
　　　○納品編　　　　　平成27年8月19日(水）、8月21日(金）
（２）技術力向上セミナー

　　　○第1回（工事成績評定評価点アップのポイント）平成27年6月26日(金)

　　　○第2回（仮設足場の安全対策他）平成27年10月9日(金）
（３）経営力向上セミナー

　　　○平成27年11月4日(水)予定


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　関係機関と調整し、技術力向上セミナー、ＩＴ研修の受講者に対し、総
合評価落札方式に有利となるＣＰＤＳ（継続的専門能力啓発システム）を
取り入れ、独自で研修できない中小零細の建設業者から高い評価を得てい
る。

受講者に対するアンケートを行うことにより、受講者ニーズに則した講演内容としている。

　　また、国土交通省等の関係機関と連携をはかり、建設業法令遵守に関する情報提供を11月に行なう。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	公共投資の急激な減少により建設業者数は減少傾向にあるなか、建設業としての本業を維持させていくには、コスト縮減等による経営合理化等を強力に進める事が不可欠であり、建設業界のニーズの高い分野に関する有効な手法、制度及び優良事例に関する情報提供を積極的に行う必要がある。また、県の業界団体である岐阜県建設業協会より内容の良い受講ニーズの高いプログラムであり継続した研修を実施してほしい旨の評価と要望を平成25年9月にいただいている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	受講者に対するアンケートを行うことにより、よりニーズに則した講演内容を企画し、延べ受講者数の目標（2,139人）を達成した。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯
	建設業法法令遵守や労働者の助成制度、工事検査・入札制度等のテーマについては中部地方整備局、岐阜労働局や県と連携し、講師派遣の協力をいただいている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
建設業界を取り巻くＩＴ化に対応できていない中小零細の建設業者が多く、ＩＴ研修については、定員を超える受講希望が寄せられる可能性がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成２７年度セミナーで実施したアンケート結果から、受講者の要望が高

く社会情勢を踏まえた内容のセミナーを企画実施する。



財政課で記載します。








